




























































































むために 1923 年 8 月に上京するもまもなく関東大震災が起き，赤松は賀川が始めた救済活動に加
わり本所被服廠跡にテントを張って保育を行うこととなった。この生活が約 1 年間続き，赤松は結
核で倒れ療養生活を送ることとなるが，1 年間ほどの療養を経て 1925 年には日本労働総同盟に依










（7）　『婦人之友』45 巻 11 号，1951 年 11 月 1 日，56-60 頁；赤松常子顕彰会（1966）2-26 頁；赤松常子編集委員会
（1977）6-8，102 頁。 




（11）　『労働婦人』は 1927 年 10 月から 1934 年 2 月まで発行された，総同盟婦人部の機関誌である。赤松が「編集主
任」であった『労働婦人』は 6 年 4 ヵ月の長きにわたって定期的に発行され，これは戦前日本の労働組合婦人部の
機関誌としては他に例がない。鈴木（1985）509-533 頁；同（1991）101-166 頁。
（12）　例として『労働婦人』1 冊，1927 年 10 月 7 日，19 -20 頁；『労働婦人』48 冊，1931 年 12 月 1 日，22-23 頁など。
（13）　『労働』は，総同盟の機関誌である。1912 年 11 月に創刊された友愛会の機関誌『友愛新報』が，1914 年 11 月
に『労働及産業』と改題し，さらに 1920 年 1 月号からは『労働』となった。その間，友愛会は 1919 年に大日本労
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辺（1969）565-571 頁。
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（15）　鐘紡の婦人労働者に行った調査では「一番うれしかったこと」に，多くが「赤松常子さんが指導して下さつた
事」を挙げた（『労働婦人』31 冊，1930 年 6 月 10 日，12 頁）。また紡織沼津支部で行われた調査でも「生きてゐ
る人で一等偉いと思ふ方の名前を三人書いてください」という質問に対し，一番の票を集めたのは赤松常子であっ































1925 5月24日 総同盟第 1 次分裂［日本労働組合評議
会（評議会）の結成］






















































































1946 8月1日 日本労働組合総同盟の結成 日本労働組合総同盟婦人部長となる
1947 4月7日 労働基準法
公布
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衆婦人』No.1，1928 年 11 月 25 日：『婦人運動』16 巻 2 号，1938 年 2 月 1 日：『同盟』68 号，1964 年 2 月 15 日：『流動』
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保育所は，常設保育所と農村の季節保育所に分けられ，常設保育所は，1937 年には 885 箇所に過ぎなかったが，
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